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(57)【要約】
【課題】本発明の課題は、装置外への揮発性化合物及び
超微粒子の排出を抑制できる画像形成装置を提供するこ
とである。
【解決手段】本発明の画像形成装置は、トナー像を担持
する記録材を、一対の定着部材によって形成されたニッ
プ部に通しつつ加熱及び加圧する定着処理により、前記
トナー像を前記記録材上に定着する定着部を有する画像
形成装置であって、前記定着部近傍の空気を画像形成装
置本体外へ排気する排気ダクトを備え、前記排気ダクト
内の排気経路が、多孔質樹脂粒子を担持したフィルター
を有し、前記多孔質樹脂粒子が、内部にシリコーンオイ
ル又は高級炭化水素化合物を含むことを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　トナー像を担持する記録材を、一対の定着部材によって形成されたニップ部に通しつつ
加熱及び加圧する定着処理により、前記トナー像を前記記録材上に定着する定着部を有す
る画像形成装置であって、
　前記定着部近傍の空気を画像形成装置本体外へ排気する排気ダクトを備え、
　前記排気ダクト内の排気経路が、多孔質樹脂粒子を担持したフィルターを有し、
　前記多孔質樹脂粒子が、内部にシリコーンオイル又は高級炭化水素化合物を含むことを
特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　前記多孔質樹脂粒子の少なくとも一部が、内部を露出していることを特徴とする請求項
１に記載の画像形成装置。
【請求項３】
　前記多孔質樹脂粒子の有する孔が、メソ孔であることを特徴とする請求項１又は請求項
２に記載の画像形成装置。
【請求項４】
　前記多孔質樹脂粒子の体積基準のメジアン径（ｄ５０）が、０．５～５μｍの範囲内で
あることを特徴とする請求項１から請求項３までのいずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項５】
　前記多孔質樹脂粒子の含有するシリコーンオイルの量が、前記多孔質樹脂粒子の体積の
１～５０％の範囲内であることを特徴とする請求項１から請求項４までのいずれか一項に
記載の画像形成装置。
【請求項６】
　前記多孔質樹脂粒子の含有するシリコーンオイルの粘度平均分子量が、６万以上である
ことを特徴とする請求項１から請求項５までのいずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項７】
　前記多孔質樹脂粒子の含有する高級炭化水素化合物の量が、前記多孔質樹脂粒子の体積
の１～５０％の範囲内であることを特徴とする請求項１から請求項６までのいずれか一項
に記載の画像形成装置。
【請求項８】
　前記多孔質樹脂粒子の含有する高級炭化水素化合物が、飽和高級炭化水素又はエステル
基を有する炭化水素化合物であることを特徴とする請求項１から請求項７までのいずれか
一項に記載の画像形成装置。
【請求項９】
　前記多孔質樹脂粒子の内部にシリコーンオイル及び高級炭化水素化合物を含むことを特
徴とする請求項１から請求項８までのいずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項１０】
　前記多孔質樹脂粒子を担持させたフィルターの圧力損失Ｐｌ１と、担持させていない状
態の前記フィルターの圧力損失Ｐｌ２とが、下記関係式（１）を満たすことを特徴とする
請求項１から請求項９までのいずれか一項に記載の画像形成装置。
　関係式（１）：５０％≦Ｐｌ１／Ｐｌ２
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像形成装置に関する。より詳しくは、本発明は、装置外への揮発性化合物
及び超微粒子の排出を抑制できる画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、プリンター、複写機、ファクシミリ又はこれらの複合機等の画像形成装置の使用
により、画像形成装置から粒子径が１００ｎｍ未満の超微粒子が排出されることが指摘さ
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れている。そこで、例えば、ＢｌｕｅＡｎｇｅｌ　Ｍａｒｋ（ＢＡＭ（ドイツ連邦材料研
究試験機関）の基準）においては、このような超微粒子の放散量が規格化されている。
【０００３】
　このような超微粒子の排出を抑える画像形成装置として、画像形成装置内において発生
した微粒子粉塵を静電的に回収する静電的集塵手段又はサイクロン方式により捕集するサ
イクロン集塵手段を備えた画像形成装置が提案されている（例えば、特許文献１参照。）
。この特許文献１は、画像形成装置は静電的集塵手段を使用することにより、超微粒子を
イオン化させた後に、静電的に捕集でき、また、サイクロン集塵手段を使用することによ
り、超微粒子を凝集させて捕集できることを開示している。
　また、特許文献１は、吸着剤を担持するフィルター手段を併用することによって、超微
粒子を吸着除去できることも開示している。
【０００４】
　また、特許文献２は、超微粒子化する前のガス状物質を含むガスを通過させることによ
り、吸着層の活性炭粒子の作用によってガス状物質を吸着し、除去することができるため
、超微粒子自体の発生を抑制でき、結果として画像形成装置からの超微粒子の排出を抑制
できることを開示している。
【０００５】
　さらに、特許文献３は多孔質樹脂を用いてシロキサンを除去することができることを開
示しており、さらに特許文献４はシロキサン類を吸着させた多孔質樹脂を用いてシロキサ
ンを除去できることを開示している。
【０００６】
　しかしながら、特許文献１におけるような、静電的集塵手段又はサイクロン集塵手段を
画像形成装置に設置することは、画像形成装置のスペース的な問題から困難であるばかり
でなく、構造が複雑化するため、実用化は困難であった。
【０００７】
　また、特許文献２におけるような化学吸着剤を用いて、活性炭に化学吸着させてガスを
除く方法では、化学吸着剤の比表面積が小さく、また、発生成分に対する親和性が高いと
はいえず、十分な効果を示すに至っていない。
【０００８】
　また、特許文献３におけるような多孔質樹脂では、低揮発有機化合物は吸着しない（特
許文献３参照。）。さらに、この多孔質樹脂を使用する際には、圧力損失が大きいため、
高圧で排気エアを送り込んで処理する必要がある。これらのことから、特許文献３に記載
の多孔質樹脂だけでは十分に画像形成装置からの揮発性化合物及び超微粒子を除去するこ
とはできない。
【０００９】
　さらに、特許文献４に記載の多孔質樹脂においては、加熱されるとフィルターに吸着し
ているシロキサン類が脱離してしまうため、画像形成装置からの排気が室温以上に上がっ
たときには、排気に含まれるシロキサンを吸着することができないばかりか、内在してい
たシロキサンも脱離してしまうおそれがある。
【００１０】
　このように、従来の技術では、画像形成装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出を
抑制する、という観点においては、改善の余地があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２０１０－２８０３号公報
【特許文献２】特開２０１３－３３１９７号公報
【特許文献３】特開２０１５－１７４００６号公報
【特許文献４】特開２０１３－１０３１５４号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、上記問題・状況に鑑みてなされたものであり、その解決課題は、装置外への
揮発性化合物及び超微粒子の排出を抑制できる画像形成装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者は、上記課題を解決すべく、上記問題の原因等について検討する過程において
、定着処理時に発生する揮発性化合物及び超微粒子を、化学的に親和性の高い多孔質樹脂
粒子を担持してなるフィルターにより、効率よく回収することで、装置外への揮発性化合
物及び超微粒子の排出を抑制できることを見いだし本発明に至った。
　すなわち、本発明に係る上記課題は、以下の手段により解決される。
【００１４】
　１．トナー像を担持する記録材を、一対の定着部材によって形成されたニップ部に通し
つつ加熱及び加圧する定着処理により、前記トナー像を前記記録材上に定着する定着部を
有する画像形成装置であって、
　前記定着部近傍の空気を画像形成装置本体外へ排気する排気ダクトを備え、
　前記排気ダクト内の排気経路が、多孔質樹脂粒子を担持したフィルターを有し、
　前記多孔質樹脂粒子が、内部にシリコーンオイル又は高級炭化水素化合物を含むことを
特徴とする画像形成装置。
【００１５】
　２．前記多孔質樹脂粒子の少なくとも一部が、内部を露出していることを特徴とする第
１項に記載の画像形成装置。
【００１６】
　３．前記多孔質樹脂粒子の有する孔が、メソ孔であることを特徴とする第１項又は第２
項に記載の画像形成装置。
【００１７】
　４．前記多孔質樹脂粒子の体積基準のメジアン径（ｄ５０）が、０．５～５μｍの範囲
内であることを特徴とする第１項から第３項までのいずれか一項に記載の画像形成装置。
【００１８】
　５．前記多孔質樹脂粒子の含有するシリコーンオイルの量が、前記多孔質樹脂粒子の体
積の１～５０％の範囲内であることを特徴とする第１項から第４項までのいずれか一項に
記載の画像形成装置。
【００１９】
　６．前記多孔質樹脂粒子の含有するシリコーンオイルの粘度平均分子量が、６万以上で
あることを特徴とする第１項から第５項までのいずれか一項に記載の画像形成装置。
【００２０】
　７．前記多孔質樹脂粒子の含有する高級炭化水素化合物の量が、前記多孔質樹脂粒子の
体積の１～５０％の範囲内であることを特徴とする第１項から第６項までのいずれか一項
に記載の画像形成装置。
【００２１】
　８．前記多孔質樹脂粒子の含有する高級炭化水素化合物が、飽和高級炭化水素又はエス
テル基を有する炭化水素化合物であることを特徴とする第１項から第７項までのいずれか
一項に記載の画像形成装置。
【００２２】
　９．前記多孔質樹脂粒子の内部にシリコーンオイル及び高級炭化水素化合物を含むこと
を特徴とする第１項から第８項までのいずれか一項に記載の画像形成装置。
【００２３】
　１０．前記多孔質樹脂粒子を担持させたフィルターの圧力損失Ｐｌ１と、担持させてい
ない状態の前記フィルターの圧力損失Ｐｌ２とが、下記関係式（１）を満たすことを特徴
とする第１項から第９項までのいずれか一項に記載の画像形成装置。
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　関係式（１）：５０％≦Ｐｌ１／Ｐｌ２

【発明の効果】
【００２４】
　本発明の上記手段により、装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出を抑制できる画
像形成装置を提供することができる。
　本発明の効果の発現機構ないし作用機構については、明確にはなっていないが、以下の
ように推察している。
【００２５】
　従来、電子写真方式の画像形成装置にて大量の印字を行っている際には、定着処理過程
で、大量の揮発性化合物及び超微粒子が発生し、それによって機内及び周囲の環境が汚染
されるという問題があった。
【００２６】
　上記問題に対する従来の手法は、フィルターを使用するなど物理的な穴の大きさで濾し
取る、静電的な引力で吸着して除く、化学的な吸着力で除く、冷却して粒子を凝集して除
く、などという考え方であった。また、シリコーンゴムから発生するシロキサンを同様の
シロキサン類で、吸着して除くという考え方も提案されてきていた。
【００２７】
　本発明者は、定着ローラーが有するシリコーンゴムから発生するシロキサン分子又はト
ナーから発生するパラフィン成分を、シロキサン分子及びパラフィン成分に対する親和性
がより高く、より細かい孔を多数有する多孔質樹脂粒子にて、脱離することなく捕捉する
という、従来に比べ新規な考え方のもと、上記問題にアプローチした。
　本発明者の検討の結果、より圧力損失が少なく、高効率で揮発性化合物と超微粒子を回
収するには、（１）揮発性化合物と超微粒子が嵌まりやすい表面形状又は表面積が広いこ
と、（２）揮発性微粒子と超微粒子との親和性が高い表面であること、（３）一度吸着さ
せた揮発性微粒子と超微粒子が再び脱離しないこと、の条件を兼ね備えた回収機構が好適
であると考え、フィルターに内部にシリコーンオイル又は高級炭化水素化合物を含む多孔
質樹脂粒子を担持させる本発明に至った。すなわち、揮発性化合物と超微粒子が嵌まりや
すい表面形状又は表面積が広い多孔質樹脂粒子を使用し、かつ、揮発性微粒子と超微粒子
との親和性が高いシリコーンオイル又は高級炭化水素化合物を含む多孔質樹脂粒子を担持
するフィルターによれば、装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出を抑制できること
を見いだし本発明に至った。
【００２８】
　なお、従来、揮発性化合物及び超微粒子が画像形成装置内に漂うことで、これら揮発性
化合物及び超微粒子を核にして成長する粗大粒子が生じ、この結果、画像汚れが発生する
という問題もあった。しかしながら、本発明によれば、揮発性化合物及び超微粒子を好適
に回収できるため、当該問題の発生も好適に阻止できる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明に係る画像形成装置の一例を示す模式断面図
【図２】図１に示す粉塵除去部Ｃの要部拡大図
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　本発明の画像形成装置は、トナー像を担持する記録材を、一対の定着部材によって形成
されたニップ部に通しつつ加熱及び加圧する定着処理により、前記トナー像を前記記録材
上に定着する定着部を有する画像形成装置であって、
　前記定着部近傍の空気を画像形成装置本体外へ排気する排気ダクトを備え、
　前記排気ダクト内の排気経路が、多孔質樹脂粒子を担持したフィルターを有し、
　前記多孔質樹脂粒子が、内部にシリコーンオイル又は高級炭化水素化合物を含むことを
特徴とする。この特徴は各請求項に係る発明に共通又は対応する技術的特徴である。これ
により、本発明は、装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出を抑制できる。
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【００３１】
　本発明の実施態様としては、前記多孔質樹脂粒子の少なくとも一部が、内部を露出して
いることが好ましい。これにより、より好適に揮発性化合物及び超微粒子を吸着でき、こ
の結果、装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出をより低減できる。
【００３２】
　前記多孔質樹脂粒子の有する孔が、メソ孔であることが好ましい。これにより、より好
適に揮発性化合物及び超微粒子を吸着でき、この結果、装置外への揮発性化合物及び超微
粒子の排出をより低減できる。
【００３３】
　前記多孔質樹脂粒子の体積基準のメジアン径（ｄ５０）が、０．５～５μｍの範囲内で
あることが好ましい。これにより、より好適に揮発性化合物及び超微粒子を吸着でき、こ
の結果、装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出をより低減できる。
【００３４】
　前記多孔質樹脂粒子の含有するシリコーンオイルの量が、前記多孔質樹脂粒子の体積の
１～５０％の範囲内であることが好ましい。これにより、より好適に揮発性化合物及び超
微粒子を吸着でき、この結果、装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出をより低減で
きる。
【００３５】
　前記多孔質樹脂粒子の含有するシリコーンオイルの粘度平均分子量が、６万以上である
ことが好ましい。これにより、より好適に揮発性化合物及び超微粒子を吸着でき、この結
果、装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出をより低減できる。
【００３６】
　前記多孔質樹脂粒子の含有する高級炭化水素化合物の量が、前記多孔質樹脂粒子の体積
の１～５０％の範囲内であることが好ましい。これにより、より好適に揮発性化合物及び
超微粒子を吸着でき、この結果、装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出をより低減
できる。
【００３７】
　前記多孔質樹脂粒子の含有する高級炭化水素化合物が、飽和高級炭化水素又はエステル
基を有する炭化水素化合物であることが好ましい。これにより、より好適に揮発性化合物
及び超微粒子を吸着でき、この結果、装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出をより
低減できる。
【００３８】
　前記多孔質樹脂粒子の内部にシリコーンオイル及び高級炭化水素化合物を含むことが好
ましい。これにより、より好適に揮発性化合物及び超微粒子を吸着でき、この結果、装置
外への揮発性化合物及び超微粒子の排出をより低減できる。
【００３９】
　前記多孔質樹脂粒子を担持させたフィルターの圧力損失Ｐｌ１と、担持させていない状
態の前記フィルターの圧力損失Ｐｌ２とが、上記関係式（１）を満たすことが好ましい。
これにより、高圧で排気エアを送り込んで処理する必要がなく、また、装置内部の温度が
上昇することを抑えることができる。
【００４０】
　以下、本発明とその構成要素及び本発明を実施するための形態・態様について詳細な説
明をする。なお、本願において、「～」は、その前後に記載される数値を下限値及び上限
値として含む意味で使用する。
【００４１】
　≪画像形成装置の概要≫
　本発明の画像形成装置は、トナー像を担持する記録材を、一対の定着部材によって形成
されたニップ部に通しつつ加熱及び加圧する定着処理により、前記トナー像を前記記録材
上に定着する定着部を有する画像形成装置であって、
　前記定着部近傍の空気を画像形成装置本体外へ排気する排気ダクトを備え、
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　前記排気ダクト内の排気経路が、多孔質樹脂粒子を担持したフィルターを有し、
　前記多孔質樹脂粒子が、内部にシリコーンオイル又は高級炭化水素化合物を含むことを
特徴とする。
【００４２】
　〔排気ダクト〕
　本発明に係る画像形成装置は、定着部近傍の空気を画像形成装置本体外へ排気する排気
ダクトを備える。
　排気ダクト内の排気経路は、多孔質樹脂粒子を担持したフィルターを有する。
【００４３】
　〔多孔質樹脂粒子を担持したフィルター〕
　本発明に係るフィルターは、多孔質樹脂粒子を担持する。
　フィルターとしては特に限定されず、従来から使用されているものを使用することがで
きる。本発明においては、従来使用されているフィルターに、多孔質樹脂粒子を、振りか
けるなどして、担持させる。なお、担持させ方は特に限定されず、フィルターが多孔質樹
脂を担持できるようであれば構わない。例えば、多孔質樹脂粒子を分散させた塗布液をフ
ィルター上に塗布して乾燥させることによって担持させることとしてもよい。
【００４４】
　＜圧力損失＞
　多孔質樹脂粒子を担持させたフィルターの圧力損失Ｐｌ１と、担持させていない状態の
前記フィルターの圧力損失Ｐｌ２とが、下記関係式（１）を満たすことが好ましい。これ
により、多孔質樹脂粒子を担持させたフィルターの通気性が過度に低下することが回避さ
れるため、高圧で排気エアを送り込んで処理する必要がなく、また、装置内部の温度が上
昇することを抑えることができる。
【００４５】
　関係式（１）：５０％≦Ｐｌ１／Ｐｌ２

【００４６】
　（圧力損失の計算方法）
　圧力損失は、公知の方法で求めることができる。例えば、濾材（フィルター）をダクト
内に設置し、空気濾過速度が１０ｃｍ／秒になるよう大気を通気させ、濾材の上流、下流
の静圧差を差圧計にて読み取り、圧力損失を測定することができる。
　上記圧力損失を、多孔質樹脂粒子を担持させたフィルターと、担持させていない状態の
前記フィルターについて、それぞれ測定することで、上記関係式（１）を満たすようすれ
ばよい。
　なお、上記関係式（１）の関係とするには、フィルターに担持させる多孔質樹脂粒子の
量を調節するなどして調整できる。
【００４７】
　〔多孔質樹脂粒子〕
　本発明に係る多孔質樹脂粒子は、内部にシリコーンオイル又は高級炭化水素化合物を含
む。なお、本発明に係る多孔質樹脂粒子は、本発明の効果発現を阻害しない範囲内で、内
部にシリコーンオイル及び高級炭化水素化合物以外の化合物や空気等を含んでいてもよい
。
【００４８】
　本発明においては、多孔質樹脂粒子の内部にシリコーンオイル及び高級炭化水素化合物
を含むことが好ましい。これにより、より好適に揮発性化合物及び超微粒子を吸着でき、
この結果、装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出をより低減できる。
【００４９】
　多孔質樹脂粒子の含有するシリコーンオイルの量が、前記多孔質樹脂粒子の体積の１～
５０％の範囲内であることが好ましい。これにより、より好適に揮発性化合物及び超微粒
子を吸着でき、この結果、装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出をより低減できる
。これは、５０％以内であれば圧力損失が大きくなりすぎることを回避でき、１％以上で



(8) JP 2017-227714 A 2017.12.28

10

20

30

40

50

あれば本願発明の効果発現に十分な量であるためと考える。
【００５０】
　多孔質樹脂粒子の少なくとも一部が、内部を露出していることが好ましい。これにより
、より好適に揮発性化合物及び超微粒子を吸着でき、この結果、装置外への揮発性化合物
及び超微粒子の排出をより低減できる。なお露出の程度としては、特に限定されないが、
多孔質樹脂粒子の内部に空気が触れることができる程度に露出していることが好ましい。
また、内部を露出した多孔質樹脂粒子は、全多孔質粒子数の２０～１００％を占めること
が好ましい。
【００５１】
　多孔質樹脂粒子の有する孔が、メソ孔であることが好ましい。これにより、より好適に
揮発性化合物及び超微粒子を吸着でき、この結果、装置外への揮発性化合物及び超微粒子
の排出をより低減できる。これは、メソ孔のような小さな穴を沢山有することで、中空粒
子の表面積が広くなり、この結果、超微粒子等の捕捉・吸着に、より有利となるためと考
える。
【００５２】
　＜シリコーンオイル＞
　本発明に係るシリコーンオイルとは、シロキサンよりも粘度平均分子量が大きく、加熱
されても脱離して、揮発性化合物や超微粒子となって放散しない成分をいう。
【００５３】
　多孔質樹脂粒子の含有するシリコーンオイルの粘度平均分子量は、６万以上であること
が好ましい。これにより、多孔質樹脂粒子に含有されたシリコーンオイルが漏れ出てしま
うことを回避でき、この結果、より好適に揮発性化合物及び超微粒子を吸着でき、この結
果、装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出をより低減できる。
　なお、シリコーンオイルの粘度平均分子量は、粘度（ηcs/25℃）から、例えば、
　Ａ．Ｊ．Ｂａｒｒｙの式：ｌｏｇ（ηcs/25℃）＝１．００＋０．０１２３Ｍ0.5

　によって算出することができる（Ｊ．Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓｉｃｓ．１７．１０２０（１
９４６参照。）。ただし、粘度平均分子量は２５００以上であり、また、粘度（ηcs/25

℃）は２５℃における動粘度（ｃｓ＝ｍｍ2／ｓ）を表す。なお、以下の記載において、
粘度平均分子量は、上記Ａ．Ｊ．Ｂａｒｒｙの式によって計算された値とする。
【００５４】
　本発明に係るシリコーンオイルは、上述のようなものであれば特に限定されず、公知の
ものを使用でき、例えば、ジメチルシリコーンオイルなどのストレートシリコーンオイル
を使用でき、市販品であれば、具体的には、例えば、信越化学工業（株）製のＫＦ９６－
５０００－ｃｓ（２５℃での動粘度５０００ｍｍ2／ｓ、粘度平均分子量４万５千）、Ｋ
Ｆ－９６Ｈ－１万ｃｓ（２５℃での動粘度１００００ｍｍ2／ｓ、粘度平均分子量６万）
、ＫＦ－９６Ｈ－３万ｃｓ（２５℃での動粘度３００００ｍｍ2／ｓ、粘度平均分子量８
万）、ＫＦ－９６Ｈ－５万ｃｓ（２５℃での動粘度５００００ｍｍ2／ｓ、粘度平均分子
量９万）などを好適に使用できる。
【００５５】
　＜高級炭化水素化合物＞
　本発明に係る高級炭化水素化合物とは、炭素数１０以上の炭化水素のことをいい、飽和
であっても不飽和であってもよく、炭素数１４～５０の範囲内が好ましく、炭素数１６～
３０の範囲内が更に好ましい。具体的には、高級炭化水素化合物としてオクタデカン、イ
コサン、ドコサン、トリコサン、テトラコサン、ペンタコサン、ヘキサコサン、ヘプタコ
サン、オクタコサン、ノナコサンなどの飽和高級炭化水素を使用できるが、これらに限定
されない。さらに、酸素や窒素、硫黄、ハロゲンなどの元素が含有されていてもよく、例
えば、脂肪族アルコール、脂肪族エステル、脂肪酸などであってもよい。
【００５６】
　多孔質樹脂粒子の含有する高級炭化水素化合物の量が、前記多孔質樹脂粒子の体積の１
～５０％の範囲内であることが好ましい。これにより、より好適に揮発性化合物及び超微
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粒子を吸着でき、この結果、装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出をより低減でき
る。これは、５０％以内であれば圧力損失が大きくなりすぎることを回避でき、１％以上
であれば本願発明の効果発現に十分な量であるためと考える。
【００５７】
　多孔質樹脂粒子の含有する高級炭化水素化合物が、ヘキサコサンなど上記飽和高級炭化
水素並びにアラキジン酸アラキジニル、ステアリン酸ステアリルなどのエステル基を有す
る炭化水素化合物であることが好ましい。このような化合物であれば揮発性化合物及び超
微粒子への親和性がより高いため、この結果、より好適に揮発性化合物及び超微粒子を吸
着でき、この結果、装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出をより低減できる。
　なお、エステル基を有する炭化水素化合物としては、上記のほか、ベヘン酸ベヘニル、
パルミチン酸パルミチリルなども使用できるが、これに限定されない。
【００５８】
　〔多孔質樹脂粒子の構造及び具体的構成〕
　以下に、多孔質樹脂粒子の具体的構成や構造について、詳細に述べる。
【００５９】
　本発明に係る多孔質樹脂粒子とは、内部に複数の空間を有する中空粒子であって、疎水
性溶媒に重合性単量体及び当該重合性単量体に対して重合開始能を有する油溶性重合開始
剤を溶解又は分散させた油相液を、前記重合性単量体に対して重合開始能を有する水溶性
重合開始剤が含有された水系媒体中において分散させて油滴を形成させ、前記重合性単量
体に前記油溶性重合開始剤及び前記水溶性重合開始剤を同時に作用させて、当該重合性単
量体を重合することによって、複数の空間を区画する樹脂壁部分や外殻部分などの固体媒
体樹脂に囲繞された孔を形成して作製された中空粒子であることが好ましい。
【００６０】
　更に好ましくは、重合体よりなる固体媒体の内部に複数のメソ孔を有するものであり、
また、当該複数のメソ孔によってメソポーラス構造が形成されたメソポーラス構造部分を
有する構成としてもよく、さらには、メソポーラス構造部分と、当該メソポーラス構造部
分の表面に一体的に形成された外殻部分とからなる構成としてもよい。
　このような構成の多孔質樹脂粒子においては、具体的には、表面に露出する外殻部分と
、表面に露出せず、複数のメソ孔を区画する樹脂壁部分とが固体媒体として一体的に形成
されており、複数のメソ孔とこれらを区画する樹脂壁部分とからメソポーラス構造部分が
形成されていることが好ましい。
　多孔質樹脂粒子の内部の断面構造は、例えば、多孔質樹脂粒子をＵＶ硬化樹脂中に包埋
して液体窒素に浸漬して割った断面を走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）によって観察すること
や、切片を透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）によって観察することなどの公知の手段によって
観察することなどによって確認することができる。
【００６１】
　本発明に係るメソ孔とは、多孔質樹脂粒子を光硬化性樹脂中に包埋したサンプルからウ
ルトラミクロトームにより切り出した厚さ５０ｎｍの超薄切片を、透過型電子顕微鏡（Ｔ
ＥＭ）で観察したときに白抜けとして見える、直径２～５０ｎｍの細孔をいう。
【００６２】
　また、メソポーラス構造とはメソ孔からなる多孔質構造をいい、本発明においては、（
１）後述する中空率が３０体積％以上であり、かつ、（２）上記の条件を満たすメソ孔の
個数が、ランダムに選んだ白抜け１００個のうち５０個数％以上である構造をいう。
　多孔質樹脂粒子における上記の条件を満たすメソ孔の個数は、８０個数％以上であるこ
とが好ましく、さらに好ましくは９０個数％以上である。
【００６３】
　多孔質樹脂粒子における外殻部分は、メソポーラス構造部分の表面の全面に形成されて
いる形態のみならず、メソポーラス構造部分の表面の一部に形成されている形態のもので
あってもよい。
【００６４】
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　〔固体媒体樹脂〕
　固体媒体樹脂とは、外殻部分及び樹脂壁部分を構成する樹脂という。この固体媒体樹脂
は、例えば重合性単量体を重合することによって得られる重合体からなる。
　固体媒体樹脂としては、例えばスチレン樹脂、アクリル樹脂、塩化ビニル樹脂、スチレ
ンアクリル樹脂などが挙げられる。また、固体媒体樹脂は、架橋構造を含むものであるこ
とが好ましい。
【００６５】
　〔多孔質樹脂粒子の粒径〕
　多孔質樹脂粒子の粒径は、体積基準のメジアン径（ｄ５０）で０．５～５μｍであるこ
とが好ましい。これにより、より好適に揮発性化合物及び超微粒子を吸着でき、この結果
、装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出をより低減できる。これについては、次の
ように考えている。すなわち、５μｍ以下であれば、大きすぎないため、フィルターに担
持可能な粒子数が少なくなりすぎることを回避でき、この結果、表面積を十分に広くでき
、ひいては、揮発性化合物及び超微粒子が嵌まりやすくなる効果を十分に発現できる。ま
た、０．５μｍ以上であれば、多孔質樹脂粒子がメソ径の孔を好適に保持することができ
る。
　なお、この多孔質樹脂粒子の粒径は、後述する製造方法における油滴の大きさを調整す
ることによって制御することができる。
【００６６】
　なお、多孔質樹脂粒子の体積基準のメジアン径は「ＬＡ－７５０」（堀場製作所社製）
を用いて測定することができる。例えば具体的には、多孔質樹脂粒子０．２ｇを、界面活
性剤水溶液（多孔質樹脂粒子の分散を目的として、例えば界面活性剤成分を含む中性洗剤
を純水で１０倍希釈した界面活性剤溶液）２０ｍＬに添加し、超音波分散を３分間行った
分散液を試料にして測定することができる。
【００６７】
　〔多孔質樹脂粒子の中空率〕
　多孔質樹脂粒子の中空率は、３０体積％以上であることが好ましく、より好ましくは５
０体積％以上、さらに好ましくは６０体積％以上である。
　多孔質樹脂粒子の中空率は、後述する油相液における疎水性溶媒の含有割合を調整する
ことによって制御することができる。
【００６８】
　多孔質樹脂粒子の中空率は、例えば、以下のとおりに測定されるものである。
　すなわち、まず、多孔質樹脂粒子１０．０ｇを、水性ウレタンエマルジョン「ＷＢＲ－
０１６Ｕ」（大成ファインケミカル社製）２．４ｇ（固形分換算）及び純水２．０ｇの混
合物に添加し、自転公転型ミキサー「ＡＲＥ－３１０」（シンキー社製）にて分散させて
分散液を得る。この分散液を、幅８０ｍｍ×長さ１２０ｍｍ×厚さ２ｍｍの型枠に充填し
、常温乾燥、次いで、加熱乾燥させて固化させた後、型より取り出すことによって試料板
を作製する。そして、この試料板の体積及び質量を比重計「ＤＭＥ－２２０Ｈ」（新光電
子株式会社製）によって測定することにより、下記中空率の計算式に従って多孔質樹脂粒
子の中空率を算出することができる。
【００６９】
　中空率の計算式：中空率（体積％）＝
｛多孔質樹脂粒子の内部空間の体積／多孔質樹脂粒子の全体積｝×１００
　ここで、
・多孔質樹脂粒子の内部空間の体積＝試料板における空隙の体積
・多孔質樹脂粒子の全体積＝試料板における空隙の体積＋多孔質樹脂粒子の固体媒体樹脂
の体積である。また、
・試料板における空隙の体積＝
｛試料板の体積－（バインダー樹脂部分の体積＋多孔質樹脂粒子の固体媒体樹脂の体積＋
多孔質樹脂粒子間の空隙に浸入した水の体積）｝
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・バインダー樹脂部分の体積＝
｛（試料板におけるバインダー樹脂の質量）／（バインダー樹脂の密度）｝
・ここで、試料板におけるバインダー樹脂の質量＝試料板の質量×０．１９３５と仮定す
る
・また、バインダー樹脂の密度は１．０７と仮定する
・多孔質樹脂粒子の固体媒体樹脂の体積＝
｛（試料板における多孔質樹脂粒子の質量）／（多孔質樹脂粒子の固体媒体樹脂の密度）
｝
・試料板における多孔質樹脂粒子の質量＝試料板の質量×０．８０６５であり、多孔質樹
脂粒子の固体媒体樹脂の密度は１．０５と仮定する
【００７０】
　＜多孔質樹脂粒子の製造方法＞
　本発明に係る多孔質樹脂粒子の製造方法は、特に限定されず、公知の方法を用いて製造
できる。
　ここでは、多孔質樹脂粒子の製造方法の具体例として、上記メソポーラス構造部分と、
当該メソポーラス構造部分の表面に一体的に形成された外殻部分とからなる多孔質樹脂粒
子を製造する場合を例として説明する。
【００７１】
　メソポーラス構造部分と、当該メソポーラス構造部分の表面に一体的に形成された外殻
部分とからなる多孔質樹脂粒子は、疎水性溶媒に重合性単量体及び当該重合性単量体に対
する重合開始能を有する油溶性重合開始剤を溶解又は分散させた油相液が、前記重合性単
量体に対する重合開始能を有する水溶性重合開始剤が含有された水系媒体中において油滴
として分散された状態において、当該油滴に油溶性重合開始剤及び水溶性重合開始剤を同
時に作用させることで製造できる。このような製造方法によれば、油滴中の重合性単量体
に対して油溶性重合開始剤及び水溶性重合開始剤を同時に作用させてこれを重合すること
によって複数のメソ孔を区画する樹脂壁部分が形成されるので、内部に複数のメソ孔が形
成された多孔質樹脂粒子を確実に製造することができる。
【００７２】
　メソポーラス構造部分と、当該メソポーラス構造部分の表面に一体的に形成された外殻
部分とからなる多孔質樹脂粒子の製造方法の一例を具体的に示すと、
　（１）疎水性溶媒に固体媒体樹脂を形成するための重合性単量体と油溶性重合開始剤と
を溶解又は分散させた油相液を調製する油相液調製工程、
　（２）水溶性重合開始剤や界面活性剤を溶解させた水系媒体中に油相液を分散させて油
滴を形成する油滴形成工程、
　（３）重合性単量体に油溶性重合開始剤及び水溶性重合開始剤を同時に作用させて当該
重合性単量体を重合することにより多孔質樹脂粒子の外殻部分及び樹脂壁部分（固体媒体
）を形成する重合工程、
　（４）形成された多孔質樹脂粒子の内部空間に充填された疎水性溶媒を除去して水系媒
体に置換する疎水性溶媒除去工程、
　（５）水系媒体から多孔質樹脂粒子を濾別し、当該多孔質樹脂粒子から界面活性剤など
を除去する洗浄工程、
　（６）洗浄処理された多孔質樹脂粒子を乾燥する乾燥工程
から構成される。
【００７３】
　（１）油相液調製工程
　油相液は、疎水性溶媒中に固体媒体樹脂を形成するための重合性単量体を溶解又は分散
させ、さらに油溶性重合開始剤を添加することによって調製される。
【００７４】
　〔疎水性溶媒〕
　疎水性溶媒としては、水への溶解性が極めて低く、したがって水系媒体中において油滴
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を形成することができ、さらに、沸点が固体媒体樹脂を形成するための重合性単量体の重
合温度よりも高いものであればよく、例えばシクロヘキサン、シクロヘプタン、ヘキサン
などの炭化水素化合物；ジクロロメタンなどの塩化炭化水素化合物などを用いることがで
きる。これらは１種単独で又は２種以上組み合わせて用いることができる。
　また、疎水性溶媒としては、疎水性溶媒除去工程において当該疎水性溶媒を容易に除去
することができる観点から、水系媒体よりも沸点が低いものを用いることが好ましい。水
系媒体として例えば水を用いる場合には、水よりも沸点が低い、例えば沸点が４０～９０
℃のものを用いることが好ましい。
　また、疎水性溶媒に溶解又は分散する成分を加えることにより、その成分を多孔質樹脂
粒子に内包させることや、多孔質樹脂粒子の内部のメソ孔に対する表面処理を行うことが
できる。すなわち、疎水性溶媒に溶解又は分散する成分として、本発明に係るシリコーン
オイル又は高級炭化水素化合物を加えることで、本発明に係る多孔質樹脂粒子の内部にシ
リコーンオイル又は高級炭化水素化合物を含ませることができる。
【００７５】
　固体媒体樹脂を形成するための重合性単量体としては、例えば固体媒体樹脂としてビニ
ル樹脂を用いる場合、固体媒体樹脂を形成するべき重合性単量体としては、以下のものが
挙げられる。
【００７６】
　＜１＞スチレン系単量体
　スチレン、ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、α－メチ
ルスチレン、ｐ－フェニルスチレン、ｐ－エチルスチレン、ｐ－ｎ－ブチルスチレン、ｐ
－ｔｅｒｔ－ブチルスチレン、ｐ－ｎ－ヘキシルスチレン、ｐ－ｎ－オクチルスチレン、
ｐ－ｎ－ノニルスチレン、ｐ－ｎ－デシルスチレン、ｐ－ｎ－ドデシルスチレン、２，４
－ジメチルスチレンなど。
【００７７】
　＜２＞（メタ）アクリル酸エステル系単量体
　メチルアクリレート、エチルアクリレート、ｎ－プロピルアクリレート、イソプロピル
アクリレート、ｎ－ブチルアクリレート、イソブチルアクリレート、ｔ－ブチルアクリレ
ート、ｎ－オクチルアクリレート、２－エチルヘキシルアクリレート、ステアリルアクリ
レート、ラウリルアクリレート、フェニルアクリレート、メチルメタクリレート、エチル
メタクリレート、ｎ－プロピルメタクリレート、イソプロピルメタクリレート、ｎ－ブチ
ルメタクリレート、イソブチルメタクリレート、ｔ－ブチルメタクリレート、ｎ－オクチ
ルメタクリレート、２－エチルヘキシルメタクリレート、ステアリルメタクリレート、ラ
ウリルメタクリレート、フェニルメタクリレート、ジエチルアミノエチルメタクリレート
、ジメチルアミノエチルメタクリレートなど。
【００７８】
　＜３＞オレフィン類
　エチレン、プロピレン、イソブチレンなど。
【００７９】
　＜４＞ビニルエステル類
　プロピオン酸ビニル、酢酸ビニル、ベンゾエ酸ビニルなど。
【００８０】
　＜５＞ビニルエーテル類
　ビニルメチルエーテル、ビニルエチルエーテルなど。
【００８１】
　＜６＞ビニルケトン類
　ビニルメチルケトン、ビニルエチルケトン、ビニルヘキシルケトンなど。
【００８２】
　＜７＞Ｎ－ビニル化合物類
　Ｎ－ビニルカルバゾール、Ｎ－ビニルインドール、Ｎ－ビニルピロリドンなど。
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【００８３】
　＜８＞その他
　ブタジエン、ビニルナフタレン、ビニルピリジンなどのビニル化合物類、アクリロニト
リル、メタクリロニトリル、アクリルアミド、メタクリルアミドなどのアクリル酸又はメ
タクリル酸誘導体、無水マレイン酸など。
【００８４】
　固体媒体樹脂を形成するための重合性単量体としては、上記のものを１種単独で又は２
種以上を組み合わせて用いることができるが、架橋構造を含む固体媒体樹脂を得るために
、単官能重合性単量体と多官能重合性単量体とを併用することが好ましい。
　例えば固体媒体樹脂がビニル樹脂である場合は、上記のスチレン系単量体や（メタ）ア
クリル酸エステル系単量体などの単官能ビニル単量体とともに、多官能重合性単量体とし
て以下の多官能ビニル単量体を使用することが好ましい。
【００８５】
　＜９＞多官能ビニル単量体
　ジビニルベンゼン、エチレングリコールジメタクリレート、エチレングリコールジアク
リレート、ジエチレングリコールジメタクリレート、ジエチレングリコールジアクリレー
ト、トリエチレングリコールジメタクリレート、トリエチレングリコールジアクリレート
、ネオペンチルグリコールジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート、
ヘキシレングリコールジメタクリレート、ヘキシレングリコールジアクリレート、ペンタ
エリスリトール、トリメチロールプロパンなどの３級以上のアルコールのジメタクリレー
ト及びトリメタクリレートなど。
　このような多官能重合性単量体を使用することによって、多孔質樹脂粒子の耐油性を向
上させることや、水系媒体からの濾別時に多孔質樹脂粒子同士が融着することを抑止する
ことができる。
　また、固体媒体樹脂を形成するための重合性単量体としてフッ化アルキル基を有する重
合性単量体を用いることによって、多孔質樹脂粒子の撥水性を向上させることや撥油性を
付与することができ、また、ヒドロキシ基やカルボキシ基などの親水性基を有する重合性
単量体を用いることによって、水中撥油性を付与することができる。
【００８６】
　固体媒体樹脂を形成するための重合性単量体全体における多官能重合性単量体の割合（
共重合比）は、例えば０．１～９９質量％とされ、好ましくは１～８０質量％とされる。
【００８７】
　油相液において、固体媒体樹脂を形成するための重合性単量体の含有割合は、疎水性溶
媒１００質量部に対して１～１００質量部であることが好ましい。
【００８８】
　〔油溶性重合開始剤〕
　油溶性重合開始剤としては、疎水性溶媒の沸点よりも低い温度で重合開始能を発揮する
ことができるものであればよく、例えば、２，２′－アゾビス－（２，４－ジメチルバレ
ロニトリル）、２，２′－アゾビスイソブチロニトリル、１，１′－アゾビス（シクロヘ
キサン－１－カルボニトリル）、２，２′－アゾビス－４－メトキシ－２，４－ジメチル
バレロニトリルなどのアゾ系又はジアゾ系重合開始剤；ベンゾイルペルオキサイド、メチ
ルエチルケトンペルオキサイド、ジイソプロピルペルオキシカーボネート、クメンヒドロ
ペルオキサイド、ｔ－ブチルヒドロペルオキサイド、ジ－ｔ－ブチルペルオキサイド、ジ
クミルペルオキサイド、２，４－ジクロロベンゾイルペルオキサイド、ラウロイルペルオ
キサイド、２，２－ビス－（４，４－ｔ－ブチルペルオキシシクロヘキシル）プロパン、
トリス－（ｔ－ブチルペルオキシ）トリアジンなどの過酸化物系重合開始剤や過酸化物を
側鎖に有する高分子開始剤などを用いることができる。
　これらの油溶性重合開始剤は、１種単独で又は２種以上を組み合わせて用いることがで
きる。
　ここで、油溶性重合開始剤の使用量は、特に制限されないが、重合性単量体の重合性、
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特に樹脂壁部分の形成性を向上させることなどの観点から、重合性単量体全体に対して０
．１～３．０質量％であることが好ましい。
【００８９】
　（２）油滴形成工程
　油滴形成工程は、例えば具体的には、臨界ミセル濃度（ＣＭＣ）未満の界面活性剤を含
有し、さらに水溶性重合開始剤が添加された水系媒体中に、固体媒体樹脂を形成するため
の重合性単量体を含有する油相液を添加し、機械的エネルギーを加えて油滴を形成させる
ことによって行われる。
　油滴の形成は、油溶性重合開始剤及び水溶性重合開始剤においてラジカルを発生させな
い程度の低い温度で行われることが必要とされ、例えば室温で行われることが好ましい。
【００９０】
　〔水系媒体〕
　本発明において、水系媒体とは、水５０～１００質量％と、水溶性の有機溶媒０～５０
質量％とからなるものをいう。水溶性の有機溶媒としては、水と混合して水系媒体とした
ときに固体媒体樹脂、当該固体媒体樹脂を形成するための重合性単量体及び油溶性重合開
始剤を溶解しないものであれば限定されず、メタノール、エタノール、イソプロパノール
、ブタノール、アセトン、メチルエチルケトン、テトラヒドロフランなどを用いることが
できる。
　水系媒体としては、環境適性や安全性に優れていることから、有機溶媒を含有しない水
が好ましく用いられる。
【００９１】
　〔界面活性剤〕
　水系媒体中に界面活性剤を含有させる場合において、界面活性剤としては、アニオン系
界面活性剤やノニオン系界面活性剤を用いることが好ましい。
【００９２】
　アニオン系界面活性剤としては、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、アリールア
ルキルポリエーテルスルホン酸ナトリウム、３，３－ジスルホンジフェニル尿素－４，４
－ジアゾ－ビス－アミノ－８－ナフトール－６－スルホン酸ナトリウム、オルト－カルボ
キシベンゼン－アゾ－ジメチルアニリン、２，２，５，５－テトラメチル－トリフェニル
メタン－４，４－ジアゾ－ビス－β－ナフトール－６－スルホン酸ナトリウムなどのスル
ホン酸塩；ドデシル硫酸ナトリウム、テトラデシル硫酸ナトリウム、ペンタデシル硫酸ナ
トリウム、オクチル硫酸ナトリウムなどの硫酸エステル塩；オレイン酸ナトリウム、ラウ
リン酸ナトリウム、カプリン酸ナトリウム、カプリル酸ナトリウム、カプロン酸ナトリウ
ム、ステアリン酸カリウム、オレイン酸カルシウムなどの脂肪酸塩などが挙げられる。
　ノニオン系界面活性剤としては、ポリエチレンオキサイド、ポリプロピレンオキサイド
、ポリプロピレンオキサイドとポリエチレンオキサイドなどの組み合わせ、ポリエチレン
グリコールと高級脂肪酸とのエステル、アルキルフェノールポリエチレンオキサイド、高
級脂肪酸とポリエチレングリコールのエステル、高級脂肪酸とポリプロピレンオキサイド
のエステル、ソルビタンエステルなどを挙げることができる。
　これらの界面活性剤は、１種単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
　また、上記界面活性剤の代わりに、ポリビニルアルコールやポリビニルピロリドンなど
の保護コロイド能を有する物質を用いることができる。
【００９３】
　〔水溶性重合開始剤〕
　水溶性重合開始剤としては、疎水性溶媒の沸点よりも低い温度で重合開始能を発揮する
ことができるものであればよく、過硫酸カリウム、ペルオキソ二硫酸カリウム、過硫酸ア
ンモニウムなどの過硫酸塩；アゾビスアミノジプロパン酢酸塩、アゾビスシアノ吉草酸及
びその塩、過酸化水素などを用いることができる。
　これらの水溶性重合開始剤は、１種単独で又は２種以上を組み合わせて用いることがで
きる。
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　ここで、水溶性重合開始剤の使用量は、特に制限されないが、重合性単量体の重合性、
特に外殻部分の形成性を向上させることなどの観点から、重合性単量体全体に対して０．
１～５．０質量％であることが好ましい。
　また、油溶性重合開始剤と水溶性重合開始剤との使用量比も、特に制限されないが、重
合性単量体の重合性、特に樹脂壁部分と外殻部分との形成バランスを向上させることなど
の観点から、油溶性重合開始剤と水溶性重合開始剤との使用量比（油溶性重合開始剤：水
溶性重合開始剤の使用量比（質量比））が、１：１～５：１の範囲であることが好ましい
。
【００９４】
　水系媒体の使用量は、油相液１００質量部に対して、５０～２０００質量部であること
が好ましい。
　水系媒体の使用量を上記の範囲とすることで、水系媒体中において油相液を所望の粒径
に乳化分散させることができる。
【００９５】
　機械的エネルギーの付与手段としては、ホモミキサー（乳化機）、超音波、マントンゴ
ーリンなどの強い撹拌又は超音波振動エネルギーの付与手段を挙げることができる。
【００９６】
　この油滴形成工程において得られる油滴の平均粒径は、体積基準のメジアン径で例えば
１０ｎｍ～数十μｍの範囲にあることが好ましい。
【００９７】
　（３）重合工程
　この工程は、固体媒体樹脂を形成するための重合性単量体に、油溶性重合開始剤及び水
溶性重合開始剤を同時に作用させて当該重合性単量体を重合する工程である。
　本発明において、「油溶性重合開始剤及び水溶性重合開始剤を同時に作用させる」とは
、油溶性重合開始剤及び水溶性重合開始剤のそれぞれのラジカル発生時間帯に重複の時間
帯があることをいう。
　この工程においては、反応系を昇温して油溶性重合開始剤及び水溶性重合開始剤におい
てラジカルを発生させる。このとき、油滴内部の多点と油滴表面から重合反応が行われる
。そして、重合反応の進行によって固体媒体と疎水性溶媒とが非相溶化して分離するが、
固体媒体を構成する高分子の位置が油滴表面に束縛されているために、高分子同士や溶媒
分子同士の凝集安定化が抑制されることになる。これにより、内部に疎水性溶媒が充填さ
れた複数のメソ孔となる空間を有する固体媒体が形成されると考えられる。
【００９８】
　得られた内部空間に疎水性溶媒が充填された多孔質樹脂粒子の分散液における当該多孔
質樹脂粒子の平均粒子径は、体積基準のメジアン径で例えば１０ｎｍ～数十μｍであるこ
とが好ましい。
　なお、体積基準のメジアン径は、「ＬＡ－７５０」（堀場製作所社製）を用いて測定し
たものである。
【００９９】
　本発明に係る多孔質樹脂粒子の製造方法によれば、油滴中の重合性単量体に対して油溶
性重合開始剤及び水溶性重合開始剤を同時に作用させてこれを重合することによって、外
殻部分及び複数のメソ孔を区画する樹脂壁部分がともに形成され、メソポーラス構造部分
が形成された多孔質樹脂粒子を容易に製造することができる。
　ここで、重合工程における重合性単量体の重合条件は、特に制限されず、使用する疎水
性溶媒及び水系媒体の融点や沸点、使用する重合性単量体並びに油溶性重合開始剤及び水
溶性重合開始剤の種類や量などに応じて適宜選択することができる。例えば、重合温度を
２０～９０℃、重合時間を２～２０時間とすることができる。このような重合条件で重合
を行うことにより、所定の重合性単量体を効率よく重合することができる。なお、上記の
重合反応の前に、重合反応を阻害する酸素を窒素などの不活性気体に置換する目的で、不
活性気体の導入下において重合性単量体、油溶性重合開始剤及び水溶性重合開始剤などを
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含む乳化液を例えば１０～３０℃で５～６０分間程度撹拌する処理を行ってもよい。
【０１００】
　（４）疎水性溶媒除去工程
　この工程は、形成された多孔質樹脂粒子の内部空間に充填された疎水性溶媒を除去して
水系媒体に置換する工程である。好ましくは、水系媒体中において、前記重合性単量体を
重合した後、前記空間に充填された疎水性溶媒を、当該水系媒体に置換した後、乾燥する
。なお、疎水性溶媒除去工程は、上記重合工程と同時に進行させてもよく、上記重合工程
後に行ってもよい。
　疎水性溶媒の除去は、内部空間に疎水性溶媒が充填された多孔質樹脂粒子が水系媒体中
に分散された状態の分散液全体を、気流下において撹拌することによって行うことができ
る。また、当該分散液全体を疎水性溶媒の沸点未満まで昇温してもよい。また、減圧状態
において分散液全体を撹拌してもよい。ここで、疎水性溶媒除去工程における疎水性溶媒
の除去処理の条件は、特に限定されず、使用する疎水性溶媒の量や水系媒体への溶解度、
揮発性などに応じて適宜選択することができる。例えば、多孔質樹脂粒子の分散液の撹拌
を、温度１０～３０℃で５～４８時間程度行うこととすることができる。このような条件
で疎水性溶媒の除去処理を行うことにより、疎水性溶媒と水系媒体とが固体媒体（外殻部
分及び樹脂壁部分）を介して相互に混じり合い、疎水性溶媒が気化して多孔質樹脂粒子の
外部に排出されることにより、多孔質樹脂粒子の内部空間を効率よく疎水性溶媒から水系
媒体に置換することができる。
　また、疎水性溶媒としてトルエンなどの水蒸気蒸留することができる物質を用いる場合
は、疎水性溶媒を水蒸気蒸留によって除去してもよい。
【０１０１】
　このように多孔質樹脂粒子の内部空間に充填された疎水性溶媒を一旦水系媒体に置換す
ることによって、固体媒体への疎水性溶媒の含浸による強度の低下が抑制されるので、中
空率が高い多孔質樹脂粒子であっても水系媒体からの濾別時に多孔質樹脂粒子同士が融着
することを抑止することができる。なお、濾別時に多孔質樹脂粒子同士が融着しない場合
は、本工程を省略することができる。
【０１０２】
　（５）洗浄工程
　この工程においては、多孔質樹脂粒子の分散液を固液分離する固液分離処理を行い、固
液分離して形成された、ウェット状態にある多孔質樹脂粒子を凝集させた集合物より界面
活性剤などの付着物を除去する。固液分離処理の代表的なものとしては濾過処理が挙げら
れるが、濾過処理の具体的な方法としては、例えば遠心分離法やヌッチェなどの使用によ
る減圧濾過法、フィルタープレスなどを使用する濾過法などを用いることができる。
【０１０３】
　（６）乾燥工程
　この工程においては、洗浄処理された多孔質樹脂粒子の乾燥処理が行われる。この工程
において使用することのできる乾燥機としては、例えば、スプレードライヤ、真空凍結乾
燥機、減圧乾燥機などの公知の乾燥処理機や、静置棚乾燥機、移動式棚乾燥機、流動層乾
燥機、回転式乾燥機、撹拌式乾燥機などが挙げられる。乾燥処理された多孔質樹脂粒子の
含水量は５質量％以下とされることが好ましく、２質量％以下とされることがより好まし
い。
　また、乾燥処理された多孔質樹脂粒子同士が弱い粒子間引力で凝集して凝集体を形成し
ている場合は、当該凝集体を解砕処理することが好ましい。解砕処理装置の具体例として
は、ジェットミル、ヘンシェルミキサー、コーヒーミル、フードプロセッサなどの機械式
解砕処理装置が挙げられる。
【０１０４】
　上述のような多孔質樹脂粒子の製造方法によれば、メソポーラス構造部分の表面に一体
的に形成された外殻部分とからなる多孔質樹脂粒子を確実に製造することができる。
　また、重合性単量体に油溶性重合開始剤及び水溶性重合開始剤を同時に作用させて、当
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該重合性単量体を重合することによって固体媒体を形成することを特徴とする多孔質樹脂
粒子の製造方法であれば、上記の多孔質樹脂粒子を製造することができる。例えば、疎水
性溶媒の使用量を適度に減らし、重合の途中や終了後に当該疎水性溶媒の沸点以上に昇温
して気化発泡させることによって上記の多孔質樹脂粒子を製造してもよい。
【０１０５】
　〔定着部〕
　定着部は、トナー像を担持する記録材を、一対の定着部材によって形成されたニップ部
に通しつつ加熱及び加圧する定着処理により、前記トナー像を前記記録材上に定着する。
このような定着部としては、公知のものを使用でき、例えば、後述の図１に示すような定
着部６０が挙げられるが、これに限定されない。
【０１０６】
　〔画像形成装置及び画像形成方法〕
　以下に、上述した構成以外の本発明に係る構成について、本発明に係る多孔質樹脂粒子
を担持したフィルターを採用した排気ダクトを有する定着部を備える画像形成装置と、当
該画像形成装置を用いた画像形成方法（以下、それぞれ、「本発明に係る画像形成装置」
、「本発明に係る画像形成方法」ともいう。）とともに説明する。
【０１０７】
　本発明に係る画像形成方法は、少なくとも、像担持体帯電工程と、静電潜像形成工程と
、トナー像担持工程と、トナー像転写工程とを含む画像形成方法であって、トナー像を担
持する記録材を、一対の定着部材によって形成されたニップ部に通しつつ加熱及び加圧す
る定着処理を有するものであることが好ましい。
【０１０８】
　また、本発明に係る画像形成装置は、定着部近傍の空気を画像形成装置本体外へ排気す
る排気ダクトを備え、前記排気ダクト内の排気経路が、上記フィルターを有していること
以外は、公知の画像形成装置と同様に構成することが可能である。
【０１０９】
　また、本発明に係る画像形成方法は、像担持体を帯電させる工程（像担持体帯電工程）
と、帯電した像担持体に静電潜像を形成する工程（静電潜像形成工程）と、静電潜像が形
成された像担持体にトナーを供給してトナー画像を担持させる工程（トナー像担持工程）
と、像担持体に担持されているトナー画像を転写材に転写する工程（トナー像転写工程）
と、一対の定着部材によって形成されたニップ部に通しつつ加熱及び加圧する定着処理と
、を有するものであり、電子写真方式における公知の画像形成方法と同様に実施すること
が可能である。
【０１１０】
　以下、本発明に係る画像形成装置及び画像形成方法を、図面を参照しながら説明する。
図１に示す画像形成装置１は、画像読取部１１０、画像処理部３０、画像形成部４０、用
紙搬送部５０、定着部６０及び粉塵除去部Ｃを有する。図２は、図１に示す粉塵除去部Ｃ
の要部拡大図である。
【０１１１】
　画像形成部４０は、Ｙ（イエロー）、Ｍ（マゼンタ）、Ｃ（シアン）、Ｋ（ブラック）
の各色トナーによる画像を形成する画像形成ユニット４１Ｙ、４１Ｍ、４１Ｃ及び４１Ｋ
を有する。これらは、収容されるトナー以外はいずれも同じ構成を有するので、以後、色
を表す記号を省略することがある。画像形成部４０は、さらに、中間転写ユニット４２及
び二次転写ユニット４３を有する。これらは、トナー画像転写手段に相当する。
【０１１２】
　画像形成ユニット４１は、露光部４１１、現像部４１２、感光体ドラム４１３、帯電手
段である帯電部４１４及びクリーニング部４１５を有する。感光体ドラム４１３は、例え
ば負帯電型の有機感光体である。感光体ドラム４１３の表面は、光導電性を有する。感光
体ドラム４１３は、像担持体に相当する。
【０１１３】
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　帯電部４１４は、例えばコロナ帯電器である。帯電部４１４は、帯電ローラーや帯電ブ
ラシ、帯電ブレードなどの接触帯電部材を感光体ドラム４１３に接触させて帯電させる接
触帯電部であってもよい。露光部４１１は、例えば、光源としての半導体レーザーと、形
成すべき画像に応じたレーザー光を感光体ドラム４１３に向けて照射する光偏向装置（ポ
リゴンモーター）とを含む。
【０１１４】
　現像部４１２は、二成分現像方式の現像部である。現像部４１２は、例えば、二成分現
像剤を収容する現像容器と、当該現像容器の開口部に回転自在に配置されている現像ロー
ラー（磁性ローラー）と、二成分現像剤が連通可能に現像容器内を仕切る隔壁と、現像容
器における開口部側の二成分現像剤を現像ローラーに向けて搬送するための搬送ローラー
と、現像容器内の二成分現像剤を撹拌するための撹拌ローラーと、を有する。上記現像容
器には、二成分現像剤としての上記トナーが収容されている。
【０１１５】
　中間転写ユニット４２は、中間転写ベルト４２１、中間転写ベルト４２１を感光体ドラ
ム４１３に圧接させる一次転写ローラー４２２、バックアップローラー４２３Ａを含む複
数の支持ローラー４２３及びベルトクリーニング部４２６を有する。中間転写ベルト４２
１は、複数の支持ローラー４２３にループ状に張架される。複数の支持ローラー４２３の
うちの少なくとも一つの駆動ローラーが回転することにより、中間転写ベルト４２１は矢
印Ａ方向に一定速度で走行する。
　なお、図１に示す画像形成装置１においては、一次転写ローラー４２２がトナー画像転
写手段に相当し、中間転写ベルト４２１が転写材に相当する。
【０１１６】
　二次転写ユニット４３は、無端状の二次転写ベルト４３２及び二次転写ローラー４３１
Ａを含む複数の支持ローラー４３１を有する。二次転写ベルト４３２は、二次転写ローラ
ー４３１Ａ及び支持ローラー４３１によってループ状に張架される。
【０１１７】
　クリーニング部４１５は、例えば、ゴム製の弾性ブレードを有し、感光体ドラム４１３
に付着したトナーを除去する。
【０１１８】
　定着部６０は、例えば、定着ローラー６２と、定着ローラー６２の外周面を覆い、用紙
Ｓ上のトナー画像を構成するトナーを加熱、融解するための無端状の発熱ベルト６３と、
記録材である用紙Ｓを定着ローラー６２及び発熱ベルト６３に向けて押圧する加圧ローラ
ー６４と、を有する。
　この定着部６０においては、発熱ベルト６３及び加圧ローラー６４が、本発明に係る一
対の定着部材である。用紙Ｓを、発熱ベルト６３と、加圧ローラー６４とで形成されたニ
ップ部に通しつつ加熱及び加圧する定着処理により、前記トナー像を前記記録材上に定着
する。
　なお、本発明に係る一対の定着部材として、発熱ベルト６３及び加圧ローラー６４を例
としたが、本発明はこれに限定されず、公知の定着部材を使用できる。
【０１１９】
　例えば、定着ローラー６２は、一般的には、円筒状の基材としての芯金と、この芯金の
外周面を覆うように設けられたゴム層（弾性体）と、このゴム層の外周面を覆うように設
けられた表層との３層からなっている。
【０１２０】
　上記ゴム層は、シリコーンゴム材料からなることが好ましい。シリコーンゴム材料であ
れば、定着温度に対する耐熱性と、用紙Ｓが圧接される領域の寸法（ニップ部の長さ）を
確保するための弾性をもつ点で好ましい。その他、ゴム層に使用できる材料としては、定
着温度に対する耐熱性を有するものであればよく、アクリルゴム、フッ素系ゴム材料等が
挙げられる。
　ゴム層の厚さは、特に限定されないが、一般的には、０．０５～２ｍｍの範囲内である
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。
【０１２１】
　上記表層は、特に限定されず、公知のものを使用でき、例えば、ＰＦＡ（テトラフルオ
ロエチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体）、ＰＴＦＥ（ポリテトラフ
ルオロエチレン）、ＥＴＦＥ（エチレン－テトラフルオロエチレン共重合体）等のフッ素
系樹脂からなり、定着温度に対する耐熱性と、ニップ部を通過した用紙Ｓの剥離を助ける
離型性と、さらにゴム層から発生する揮発性化合物及び超微粒子を透過しにくい性質（ガ
スバリアー性）とをもつことが好ましい。
　表層の厚さは、特に限定されないが、一般的には、５～１００μｍの範囲内である。
【０１２２】
　画像形成装置１は、さらに、画像読取部１１０、画像処理部３０及び用紙搬送部５０を
有する。画像読取部１１０は、給紙部１１１及びスキャナー１１２を有する。用紙搬送部
５０は、給紙部５１、排紙部５２及び搬送経路部５３を有する。給紙部５１を構成する三
つの給紙トレイユニット５１ａ～５１ｃには、坪量やサイズなどに基づいて識別された用
紙Ｓ（規格用紙、特殊用紙）があらかじめ設定された種類ごとに収容される。搬送経路部
５３は、レジストローラー対５３ａなどの複数の搬送ローラー対を有する。
【０１２３】
　画像形成装置１による画像の形成を説明する。画像形成装置１による画像形成方法は、
感光体ドラム４１３を帯電させる工程（像担持体帯電工程）と、帯電した感光体ドラム４
１３に静電潜像を形成する工程（静電潜像形成工程）と、静電潜像が形成された感光体ド
ラム４１３にトナーを供給してトナー画像を担持させる工程（トナー像担持工程）と、感
光体ドラム４１３に担持されているトナー画像を転写材に転写する工程（トナー像転写工
程）と、トナー像を担持する記録材を、一対の定着部材によって形成されたニップ部に通
しつつ加熱及び加圧する定着処理と、を有する。
【０１２４】
　まず始めに、スキャナー１１２は、コンタクトガラス上の原稿Ｄを光学的に走査して読
み取る。原稿Ｄからの反射光がＣＣＤセンサー１１２ａにより読み取られ、入力画像デー
タとなる。入力画像データは、画像処理部３０において所定の画像処理が施され、露光部
４１１に送られる。
【０１２５】
　感光体ドラム４１３は一定の周速度で回転する。帯電部４１４は、感光体ドラム４１３
の表面を一様に負極性に帯電させる。露光部４１１では、ポリゴンモーターのポリゴンミ
ラーが高速で回転し、各色成分の入力画像データに対応するレーザー光が、感光体ドラム
４１３の軸方向に沿って展開し、当該軸方向に沿って感光体ドラム４１３の外周面に照射
される。こうして感光体ドラム４１３の表面には、静電潜像が形成される。
【０１２６】
　現像部４１２では、上記現像容器内の二成分現像剤の撹拌、搬送によってトナー粒子が
帯電し、二成分現像剤は上記現像ローラーに搬送され、当該現像ローラーの表面で磁性ブ
ラシを形成する。帯電したトナー粒子は、上記磁性ブラシから感光体ドラム４１３におけ
る静電潜像の部分に静電的に付着する。こうして、感光体ドラム４１３の表面の静電潜像
が可視化され、感光体ドラム４１３の表面に、静電潜像に応じたトナー画像が形成される
。
【０１２７】
　感光体ドラム４１３の表面のトナー画像は、中間転写ユニット４２によって中間転写ベ
ルト４２１に転写される。一次転写ローラー４２２によって中間転写ベルト４２１が感光
体ドラム４１３に圧接することにより、感光体ドラム４１３と中間転写ベルト４２１とに
よって、一次転写ニップが感光体ドラム４１３ごとに形成される。当該一次転写ニップに
おいて、各色のトナー画像が中間転写ベルト４２１に順次重なって転写される。
【０１２８】
　一方で、二次転写ローラー４３１Ａは、中間転写ベルト４２１及び二次転写ベルト４３
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２を介して、バックアップローラー４２３Ａに圧接される。それにより、中間転写ベルト
４２１と二次転写ベルト４３２とは、二次転写ニップを形成する。当該二次転写ニップを
用紙Ｓが通過する。用紙Ｓは、用紙搬送部５０によって二次転写ニップへ搬送される。用
紙Ｓの傾きの補正及び搬送のタイミングの調整は、レジストローラー対５３ａが配設され
たレジストローラー部により行われる。
【０１２９】
　上記二次転写ニップに用紙Ｓが搬送されると、二次転写ローラー４３１Ａへ転写バイア
スが印加される。この転写バイアスの印加によって、中間転写ベルト４２１に担持されて
いるトナー画像が二次転写ニップにて用紙Ｓに転写される。トナー画像が転写された用紙
Ｓは、二次転写ベルト４３２によって、定着部６０に向けて搬送される。
【０１３０】
　定着部６０は、一対の定着部材である発熱ベルト６３と加圧ローラー６４とによって、
ニップ部を形成し、搬送されてきた用紙Ｓを当該ニップ部で加熱及び加圧する。用紙Ｓ上
のトナー像を構成するトナー粒子は、加熱され、トナー粒子全体が速やかに融解し、トナ
ー成分が用紙Ｓに付着し、そして速やかに固化する。こうして、上記トナー画像が用紙Ｓ
に定着する。トナー像が定着された用紙Ｓは、排紙ローラー５２ａを備えた排紙部５２に
より機外に排紙される。こうして、高画質の画像が形成される。
　なお、この用紙Ｓを当該ニップ部で加熱及び加圧する際に、トナーに離型剤として含有
されるパラフィン成分や、定着ローラーが有するシリコーンゴムからシロキサンなどの、
揮発性化合物及び超微粒子が発生すると考えられる。
【０１３１】
　本発明に係る画像形成装置は、該画像形成装置内において発生した粒子径１００ｎｍ未
満の超微粒子を含む微粒子粉塵を除去するための粉塵除去部Ｃを有する。具体的には、粉
塵除去部Ｃは、定着部６０の近傍の微粒子粉塵を含む空気を、画像形成装置本体外へ排気
するための排気ダクト１４０と、排気ダクト１４０内に空気を吸引する吸引ファン４１と
、を備える。排気ダクト１４０の吸気口１４０ａは、発熱ベルト６３の近傍であって、そ
の上方に配置されている。この排気ダクト１４０内の排気経路（図２において、吸気口１
４０ａから排気口１４０ｂまでの経路）は、本発明に係る多孔質樹脂粒子を担持したフィ
ルター１７０を有する。
【０１３２】
　前記構成の粉塵除去部Ｃを作動させると、定着部６０近傍の微粒子粉塵を含む空気は、
吸気口１４０ａから排気ダクト１４０内に吸引され、多孔質樹脂粒子を担持したフィルタ
ー１７０により、定着部で発生した揮発性物質と超微粒子とを吸着除去できる。揮発性物
質と超微粒子が除去された排気は排気口１４０ｂから機外へ排出される。これによって、
装置外への揮発性化合物及び超微粒子の排出を抑制することができる。
【０１３３】
　なお、本発明を適用可能な実施形態は、上述した実施形態に限定されることなく、本発
明の趣旨を逸脱しない範囲で適宜変更可能である。
【実施例】
【０１３４】
　以下、実施例を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。なお、実施例において「部」又は「％」の表示を用いるが、特に断りがない限
り「質量部」又は「質量％」を表す。また、特記しない限り、各操作は、室温（２５℃）
で行われたものとする。
【０１３５】
　〔多孔質樹脂粒子〔１〕の製造例〕
　スチレン２５質量部、ジビニルベンゼン３３部及びシクロヘキサン５９部に、油溶性重
合開始剤「Ｖ－６５」（和光純薬工業社製）０．６１質量部、「ＫＦ－９６－５，０００
ｃｓ」（信越化学工業（株）製、粘度平均分子量４５０００、シリコーンオイル）１４．
６部を加えて溶解させた。
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　この溶液に、０．１２質量％ラウリル硫酸ナトリウム水溶液４２０質量部を加え、これ
を乳化分散機「クレアミックス」（エム・テクニック社製）にて１００００ｒｐｍにて６
分間分散することにより、乳化分散液を調製した。
　この乳化分散液を、撹拌装置と水冷還流管と窒素導入管とをセットしたセパラブルフラ
スコに入れ、水溶性重合開始剤「ＶＡ－５７」（和光純薬工業社製）０．８４質量部を加
えて溶解させた後、撹拌下、窒素気流を導入し、次いで昇温し、重合温度６０℃を維持し
て８時間加熱撹拌して重合反応を行って多孔質樹脂粒子を生成させた。
　その後、生成された多孔質樹脂粒子を吸引濾過によって濾取し、イオン交換水にて洗浄
した後、バットに広げて４０℃で乾燥する工程を経て白色の多孔質樹脂粒子〔１〕を得た
。
　多孔質樹脂粒子〔１〕の体積基準のメジアン径は８．０μｍであった。
【０１３６】
　得られた多孔質樹脂粒子〔１〕そのままを、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ、倍率は２５０
００倍）で観察したところ、中空粒子のメソ孔が、平均孔径７５ｎｍであることがＳＥＭ
観察より分かった。
【０１３７】
　（多孔質樹脂粒子の体積基準のメジアン径の計測方法）
　多孔質樹脂粒子０．２ｇを、界面活性剤水溶液（多孔質樹脂粒子の分散を目的として、
界面活性剤成分を含む中性洗剤を純水で１０倍希釈した界面活性剤溶液）２０ｍＬに添加
し、超音波分散を３分間行った分散液を試料にして、多孔質樹脂粒子の体積基準のメジア
ン径を測定した。
【０１３８】
　（孔径の計測方法）
　多孔質樹脂粒子を光硬化性樹脂中に包埋したサンプルからウルトラミクロトームにより
切り出した厚さ５０ｎｍの超薄切片を、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ、ＪＳＭ－７５００Ｆ
（日本電子社製））により２０００倍の倍率で撮影し、多孔質樹脂粒子断面の画像を得た
。なお、サンプリングする多孔質樹脂粒子が１００個になるように複数の視野を撮影した
。得られた画像から、ＬＵＺＥＸ　ＡＰ（ニレコ社製）によって多孔質樹脂粒子の孔の直
径を測定した。なお、当該多孔質樹脂粒子の孔の測定では、多孔質樹脂粒子の中心付近の
断面の径を測定するために、多孔質樹脂粒子の切断面の最大径が多孔質樹脂粒子のメジア
ン粒径の９５％以上である切断面をもつ多孔質樹脂粒子のみを測定に用いた。切断した多
孔質樹脂粒子の内、当該条件を満たすもの１０個を無作為にピックアップして、それぞれ
の粒子につき１０個の孔の直径を求め、その平均を孔径とした。
【０１３９】
　〔多孔質樹脂粒子〔２〕の製造例〕
　多孔質樹脂粒子〔１〕の製造例の「ＫＦ－９６－５，０００ｃｓ」の代わりにアラキジ
ン酸アラキジニルを用いることのほかは、多孔質樹脂粒子〔１〕の製造例と同様にして、
多孔質樹脂粒子〔２〕とした。
【０１４０】
　〔多孔質樹脂粒子〔３〕～〔５〕の製造例〕
　多孔質樹脂粒子〔１〕の製造例において、スチレン、ジビニルベンゼン及びシクロヘキ
サンの割合を調整することで、表１に記載の孔径、樹脂粒子径としたほかは、多孔質樹脂
粒子〔１〕の製造例と同様にして、多孔質樹脂粒子〔３〕～〔５〕とした。
　なお、多孔質樹脂粒子〔３〕～〔５〕は、ラッピングフィルムシート＃４０００（スリ
ーエム　ジャパン（株）製）にて１ｃｍ2当り４０ｇの圧力で研磨し、内部が露出した多
孔質樹脂粒子とした。内部の露出の有無は、ＳＥＭ（倍率は２５０００倍）により観察し
て確認した。なお、多孔質樹脂粒子において、平滑な表面から陥没している部分があれば
、露出があるものとした。
【０１４１】
　〔多孔質樹脂粒子〔６〕～〔８〕の製造例〕
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　多孔質樹脂粒子〔１〕の製造例の「ＫＦ－９６－５，０００ｃｓ」の代わりに表１中の
化合物を用いることのほかは、多孔質樹脂粒子〔１〕の製造例と同様にして、多孔質樹脂
粒子〔６〕～〔８〕とした。
【０１４２】
　〔フィルター〔１〕～〔８〕の製造例〕
　上記製造した多孔質樹脂粒子〔１〕～〔８〕を、市販のフルカラー複合機ｂｉｚｈｕｂ
Ｃ７５４（コニカミノルタ社製）に附属のフィルターの半分の厚さのフィルター２枚で挟
み込むことで、多孔質樹脂粒子を担持したフィルター〔１〕～〔８〕とした。
【０１４３】
　〔フィルター〔９〕の製造例〕
　活性炭粒子と、リン系難燃剤液（難溶性のポリリン酸アンモニウムが水に分散した難燃
剤液：分散液濃度５４％）とを使用し、特開２０１３－３３１９７号公報の段落００７４
～００８０に記載の「超微粒子発生抑制フィルタ１３」を製造する方法と同様の方法によ
り、フィルター〔９〕を製造した。
【０１４４】
　〔フィルター〔１０〕の製造例〕
　特開２０１３－１０３１５４号公報の段落００４９（実施例１）に記載の方法で、シロ
キサン類を吸着させた多孔質樹脂粒子〔１０〕の分散液を製造した。この多孔質樹脂粒子
〔１０〕の分散液から分散媒を揮発させた後、フィルター〔１〕～〔８〕の製造例と同様
に、上記ｂｉｚｈｕｂＣ７５４（コニカミノルタ社製）に附属のフィルターの半分の厚さ
のフィルター２枚で挟み込むことで、多孔質樹脂粒子を担持したフィルター〔１０〕とし
た。
【０１４５】
　〔フィルター〔１１〕の製造例〕
　エチルスチレン－ジビニルベンゼン共重合体（「セパビーズＳＰ７００」、三菱化学（
株）製）を、トレイに入れ、６０℃の温風乾燥機で２４時間乾燥した後、常温常圧の大気
雰囲気下で２４時間放置し、多孔質樹脂粒子〔１１〕を得た。
　多孔質樹脂粒子〔１１〕について、カールフィッシャ水分計で水分含量を算出したとこ
ろ、水分含量は１質量％であった。
　この多孔質樹脂粒子〔１１〕を、フィルター〔１〕～〔８〕の製造例と同様に、上記ｂ
ｉｚｈｕｂＣ７５４（コニカミノルタ社製）に附属のフィルターの半分の厚さのフィルタ
ー２枚で挟み込み、多孔質樹脂粒子を担持したフィルター〔１１〕とした。
【０１４６】
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【表１】

【０１４７】
　〔評価〕
　上記フィルター〔１〕～〔１１〕をｂｉｚｈｕｂＣ７５４（コニカミノルタ社製）に装
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着し、画像形成装置〔１〕～〔１１〕とし、下記評価を行った。結果は表２に示す。
【０１４８】
　（揮発性化合物）
　揮発性化合物のサンプリングは、Ｔｅｎａｘ管（Ｔｅｎａｘ：登録商標）で１００ｍＬ
／ｍｉｎの吸引速度でチャンバー内の空気を捕獲し、プリント動作の停止後も約２時間連
続してサンプリングを行った。Ｔｅｎａｘ管から捕集した揮発性化合物を加熱脱着装置で
脱離させ、ガスクロマトグラフ質量分析計（ＧＣ－ＭＳ）にて脱離された揮発性化合物の
量を測定した。装置から排出された全揮発性有機化合物量（ＴＶＯＣ）をＢｌｕｅＡｎｇ
ｅｌ　Ｍａｒｋ（ＢＡＭ（ドイツ連邦材料研究試験機関）の基準）のエミッション率の計
算式にて算出した。１０ｍｇ／ｈ以上の場合を実用上問題となるレベルとする。
【０１４９】
　（超微粒子総数）
　チャンバー内に排出された超微粒子をＴＳＩ社製微粒子計測器（型式ＣＰＣ３００７）
で連続的に測定した。プリント開始からプリント終了後３換気相当分の時間に観測された
粒子径１０～１０００ｎｍの範囲内の超微粒子数の総数を測定した。１×１０7個／ｍＬ
以上の場合を実用上問題となるレベルとする。
【０１５０】
　（圧力損失）
　まず、多孔質樹脂粒子を担持させたフィルターをダクト内に設置し、空気濾過速度が１
０ｃｍ／秒になるよう大気を通気させ、フィルターの上流、下流の静圧差を差圧計にて読
み取り、圧力損失Ｐｌ１を測定した。
　次に、多孔質樹脂粒子を担持させていない状態のフィルターをダクト内に設置し、空気
濾過速度が１０ｃｍ／秒になるよう大気を通気させ、フィルターの上流、下流の静圧差を
差圧計にて読み取り、圧力損失Ｐｌ２を測定した。
　なお、フィルター〔９〕については、特開２０１３－３３１９７号公報に記載の「超微
粒子発生抑制フィルタ１３」で使用されるカバー材の厚さが半分のものを二つ積層したも
のを、多孔質樹脂粒子を担持させていない状態のフィルターとして、圧力損失Ｐｌ２を測
定した。
　表２には、圧力損失比として、Ｐｌ１／Ｐｌ２を計算し、表２に結果を記載した。
【０１５１】
　＜画像評価＞
　（画像汚れの数）
　１０万枚印刷後において、べた画像をＪ紙（Ａ４）出力したときに、スポットのように
観察できる画像汚れを数えた。１枚当たりの画像汚れが１００以上である場合を実用上問
題となるレベルとする。
【０１５２】
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【表２】

【０１５３】
　表２に示すとおり、本発明によれば、定着処理時に発生する揮発性化合物及び超微粒子
を、効率良く、安価に回収できる構成を有するため、装置外への揮発性化合物及び超微粒
子の排出を抑制できることが示された。
【０１５４】
　なお、シリコーンオイル量及び高級炭化水素化合物の量は、原料の仕込み量を、それぞ
れの存在量として計算した。
【符号の説明】
【０１５５】
　１　画像形成装置
　３０　画像処理部
　４０　画像形成部
　４１、４１Ｙ、４１Ｍ、４１Ｃ、４１Ｋ　画像形成ユニット
　４２　中間転写ユニット
　４３　二次転写ユニット
　５０　用紙搬送部
　５１　給紙部
　５１ａ、５１ｂ、５１ｃ　給紙トレイユニット
　５２　排紙部
　５２ａ　排紙ローラー
　５３　搬送経路部
　５３ａ　レジストローラー対
　６０　定着部
　６２　定着ローラー
　６３　発熱ベルト
　６４　加圧ローラー
　１１０　画像読取部
　１１１　給紙部
　１１２　スキャナー
　１１２ａ　ＣＣＤセンサー
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　１４０　排気ダクト
　　１４０ａ　吸気口
　　１４０ｂ　排気口
　１４１　吸引ファン
　１７０　フィルター
　４１１（４１１Ｙ）　露光部
　４１２（４１２Ｙ）　現像部
　４１３（４１３Ｙ）　感光体ドラム
　４１４（４１４Ｙ）　帯電部
　４１５（４１５Ｙ）　クリーニング部
　４２１　中間転写ベルト
　４２２　一次転写ローラー
　４２３、４３１　支持ローラー
　４２３Ａ　バックアップローラー
　４２６　ベルトクリーニング部
　４３１Ａ　二次転写ローラー
　４３２　二次転写ベルト
　Ｃ　粉塵除去部
　Ｄ　原稿
　Ｓ　用紙

【図１】 【図２】
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